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概要

蓄電デバイスの安全利用技術を支えるインピーダンス標
準の現状と研究動向について調査し , 今後の開発方針につ
いて議論する . 交流インピーダンス法は蓄電デバイスのモ
ニタリング手法として有望な手段であるが , 測定の信頼性
を支えるインピーダンス標準は未整備である . この領域に
標準を拡張するために , ①低インピーダンス・低周波数帯
におけるインピーダンスの精密測定技術や , ②広帯域周波
数に連続的に拡張するための校正装置の確立を検討する . 

1.　調査背景

蓄電デバイスは電力平準化 , 電力回生 , 非常用電源 , 

瞬時電圧低下対策といった用途があり , 電力系統から車
載に至るまで , 様々な場面で利用される . 蓄電デバイス
に要求される性能はその用途によって異なるため , それ
ぞれに対応するために多様な蓄電デバイスが考案されて
いる . 蓄電デバイスに求められる特性として , 大エネル
ギー容量と高出力を挙げる事ができる . 電力平準化や非
常用電源の用途では , 長時間に渡って電力を供給するた
めに , 大きいエネルギー容量を持つ蓄電デバイスが望ま
れる . 一方で , 電力回生や瞬時電圧低下対策では , 充放
電応答が早く高出力である事が求められる . これらの幅
広い用途に対応するためにも , 様々な種類の蓄電デバイ
スが開発されている . 社会の中で蓄電デバイスが利用さ
れる場面は増加傾向にあるが , 同時に蓄電デバイスによ
る事故も発生しており , その安全利用が課題となってい
る . その対策の一例として , 運用される蓄電デバイスの
モニタリングを挙げる事ができる . 工業製品のモニタリ
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ング手法は多岐に渡るが , 電気的評価手法は非破壊試験
を実施し易く , 蓄電デバイスのモニタリングに対しても
寄与が期待できる . そのため , 実施されるモニタリング
手法に合わせて電気標準を整備することによって , 計測
標準の観点から蓄電デバイスの安全利用技術の向上に寄
与する事ができる . そこで , 本稿では蓄電デバイスの種
類やモニタリングに適した検査手法の検討及び計測標準
の観点からどのような寄与ができるのか検討した .

2.　蓄電デバイスの種類と評価手法 1）, 2）

2.1　蓄電デバイスの種類
蓄電デバイスに求められる特性として , エネルギー容

量と最大出力を挙げる事ができる . エネルギー容量は蓄
電デバイスが放電できる総電力量を示し , 『電力×時間』
の単位を有する . 蓄電デバイスによって動力を得るとき
は十分な電力が必要になるが , 蓄電デバイスの内部抵抗
が大きいと得られる最大出力が小さくなり , 動力を得る
事が難しくなる . そのため , 最大出力も重要な特性とな
る . 図 1 に代表的な蓄電デバイスとその特性をまとめ
た . 図に示されたとおり , 蓄電デバイスは種類によって
異なった特性を示す . そのため , 実用上は用途に応じて
蓄電池の種類を使い分けている .

図 1　 蓄電デバイスの種類と特性 . 点線枠で示した空気電池 , 全
固体電池 ,  CNT キャパシタは研究段階である .CNT は
Carbon Nano Tube の略 .

2.1.1　Li イオン電池（Lithium Ion Battery, LIB） 1）

現行で最も広く使用されているのは LIB である .  
LIB では正極に LiCoO2, 負極に炭素を用いている . 充電
時は LiCoO2 から Li+ が放出されて炭素の孔内に捕捉さ

れて LixC6 となる . 放電時は炭素に捕捉された Li+ が再
び LiCoO2 に取りこまれる事によって , 電荷移動が行な
われる . 単セルの LIB は 3 ～ 4 V 程度の起電力を示す .  
LIB は大エネルギー容量と高出力を両立している事か
ら , モバイル端末から航空機に至る様々な用途で利用さ
れている .

2.1.2　鉛蓄電池 1）

鉛蓄電池は車載のバッテリーに代表されるように比較
的古くから利用される蓄電池である . 両極に PbSO4 を
利用しており ,  Pb は +2 価として存在している . 充電時
は正極に +4 価 , 負極に 0 価の鉛（イオン）を発生させ
る事でエネルギーを貯蔵する .

2.1.3　ナトリウム硫黄（NAS）電池 3）

NAS 電池は , 負極には溶融 Na, 正極には S が用いら
れ , 電解質としてはβ－アルミナが用いられる .  Li 系
電池よりも材料が安価であり充放電効率も良い事から , 
電力貯蔵デバイスとして期待されている . しかしながら
動作時に NAS 電池は活物質である Na と S を溶融状態
にする必要がある . そのため作動温度は 300 ～ 350 ℃
であり , 現状では定置型のデバイスに利用が限定され
る . また , 金属 Na を用いるため火災事故での難消化性
が問題となっている .

2.1.4　 電気二重層キャパシタ（Electric Double Layer 
Capacitor, EDLC） 1）,4）

化学反応を介して充放電を行なう蓄電池と異なり ,  
EDLC は電極表面に形成される電気二重層コンデンサ
への電荷の充放電を利用する .  EDLC は正極と負極双
方に多孔質な活性炭を用いる . 充電時には電界を印加す
ることによって , 電極表面における電解質内の分子分極
を誘起する . 電解質としては水や高分子化合物が用いら
れる .  EDLC は化学反応を利用せず析出物の発生のよ
うな劣化がないため , 一般的に電池よりも高いサイクル
特性を有する . また , 化学反応によらないため , 応答速
度が速く高出力である . そのため , 瞬停時の補助電源や , 
電気自動車の始動電力として用いられる .

また , 研究開発レベルでは活性炭の代わりにカーボン
ナノチューブ（Carbon Nano Tube, CNT）を利用した
蓄電デバイスも提案されている 4）.  CNT 電極は集電体
に対して鉛直方向に成長しているため電荷移動の物理的
障害が小さく , 多孔質な活性炭を利用するよりも速やか
な電荷の授受が行なえるため , 応答速度や出力を高める
事ができる .
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2.1.5　 リ チ ウ ム イ オ ン キ ャ パ シ タ ー（Lithium Ion 
Capacitor, LIC） 4）

LIC は ,  LIB と EDLC の中間的な特性を有しており , 
高い電池容量と出力を兼ね備えている . 負極に Li をあ
らかじめドープした炭素 , 正極に多孔質な活性炭を用い
る . 充電時には電解質中の PF6 が電極表面に電気二重層
を形成し , さらに炭素と活性炭間の Li+ の授受による電
池反応も利用する .  LIB と EDLC 双方の蓄電機構を有
する事で中間的な特性を実現している .

2.1.6　空気電池 5）

次世代蓄電池として ,  空気電池が提案されている . 例
えば Li 空気電池は空気中の酸素を化学反応種として利
用する . 電解質には水系電解質が用いられ ,  正極と負極
の間には Li+ を選択的に通す固体電解質が配される .

質量電池容量は約 5000 Wh/kg であり ,  これは LIB
のおおよそ 5 倍の値である . 電池起電力は 2.9 V であり
LIB より低いが ,  高い実用性を期待できる値である . 実
用化への課題としては ,  正極から発生する LiOH によっ
て固体電解質が腐食されてしまう事や固体電解質はセラ
ミックスであるため衝撃に弱く大型化が難しい事があ
る . 

2.1.7　全固体電池 6）,7）

全固体電池は液体を利用しないため ,  既存の蓄電池
より高い化学的安定性を有する . また ,  パッケージング
が容易で小型化が可能である . 全固体電池の実現には固
体電解質が欠かせない . 現状では ,  固体電解質は液体電
解質よりも導電性が低いため , これを改善する研究が多
くなされている .

2.1.1 で触れたとおり ,  LIB は最も幅広い用途で利用
されている . そこで本稿では LIB に着目して議論を進
めることとする . また , 本稿では標準への応用という観
点から最も有望な全固体電池について第 5 章で触れる .

2.2　蓄電デバイスの評価手法
蓄電デバイスの評価手法として様々な方法が考案され

ている（表 1） . 以下に各評価手法について説明する .

表 1　蓄電デバイス評価手法

分類 測定手法 参考規格

電気化学
サイクリックボルタンメトリー
充放電試験法 JIS D 1401
交流インピーダンス

機械
釘刺試験 JIS C 8714
圧壊試験 JIS C 8714

熱 熱サイクル試験 JIS C 8714

その他
X 線回折法
顕微観察手法

2.2.1　サイクリックボルタンメトリー（CV）法 8）

酸化還元反応は反応種によって異なる特定の電位差
を与えた時に進行し ,  反応に寄与するイオンの数や価
数に基づいた電流を生じる . 従って , 電位をスイープさ
せながら電流をモニタリングすることによって , 電流の
ピークにおける電位から , 測定系においてどのような反
応が起きるのか , 同定する事が可能である .

2.2.2　充放電試験 9）

充放電試験では , 実際に蓄電デバイスの充放電を行な
い , その時の充放電挙動を解析することによって , 蓄電
池の検査を行なうものである . EDLC の充放電試験につ
いては『ハイブリッド電気自動車用電気二重層キャパシ
タの電気的性能の試験方法』と題した JIS 規格が発行
されている（JIS D 1401） .

2.2.3　交流インピーダンス測定 8,） 10）-12）

交流インピーダンス法は測定対象に周波数を変えなが
ら交流を印加し , その時のインピーダンスの実部（Zʼ）
と虚部（Z”）を測定する手法である . 交流インピーダン
ス法は , ①各電荷移動反応の時定数の違いを利用した複
合反応の分離 , ②系を乱さない測定 , ③他の電気化学操
作と同時に行なう in situ 測定が可能 , という特徴を有
している .

交流インピーダンス法では , 得られたインピーダンス
測定値を , インダクタンス L, キャパシタンス C, 抵抗 R
の各素子を直並列に配した等価回路でフィッティングす
る事で解析する . なお ,  Zʼ-Z” プロットをナイキスト線
図と呼び ,  Zʼ, Z”-f（周波数）プロットをボード線図と
呼ぶ . 
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交流インピーダンス法を実施するうえで , 測定系は①
測定中に不可逆反応等により電極表面状態が変化しない
こと（不変性） , ②入力に対して応答が生じ , ある時刻 t
での応答はそれ以前の入力信号で決まり ,  t 以後の入力
信号では左右されない事（因果性） , ③測定条件におい
て V-I の線形性が成り立つ事（線形性）が求められる . 
③に関して , 電気化学セルのV-I 特性は非線形である事
が多く , 電圧振幅が大きくなると電圧変調範囲における
線形性が保てなくなる . そこで , 電圧振幅を極力小さく
して疑似的に線形的と認められる範囲で測定を行なう必
要がある .

交流インピーダンス法によれば , 蓄電デバイス内部の
複合した電荷移動反応を分離して解析できるため , これ
まで多くの研究がなされている . 例えば Karden らのグ
ループは鉛蓄電池の充電状態（State of Charge, SOC）
とインピーダンス挙動の関係性について詳細に調査し
ている 13）-15）. 図 2 に所定の SOC から充電或いは放電
して SOC を変えた時のナイキスト線図を示す（例えば

『0.625 A Charge』は所定の SOC から 0.625 A 充電し
た後にインピーダンス測定を行なっている）. 特に低周
波側の円弧が SOC によって変化している事が分かる . 
従って , 交流インピーダンス法によって蓄電池の内部状
態を検査する際には ,  SOC の制御が欠かせない .

図 2　 SOC とインピーダンス挙動の関係性 . それぞれ所定の
SOC から充電或いは放電した時のナイキスト線図を示す . 
図内に示された周波数は低周波側円弧の緩和周波数を示
す .14）

2.2.4　JIS C 8714 の安全評価手法 16）

蓄電池の安全評価法に関する規格として JIS C 8714
がある . この JIS 規格では単電池における圧壊試験や外
部短絡試験 , 外部加熱試験 , 強制内部短絡試験が規定さ
れている . これらの試験は機械的・熱的に大きな負荷を
かける試験であり , 破壊試験である .

2.2.5　X 線回折法（XRD）による in-situ 評価 17）

蓄電池は充放電によって電極に Li+ が出入りする . そ

のため ,Li+ によって結晶格子が歪む . この結晶格子の歪
みを XRD によって評価することで充放電評価を行なう
事ができる . XRD は非破壊検査であり , 蓄電池に実際
に充放電をしながら in-situ 評価を行なう事ができる . 
しかし十分な測定強度を得る事ができる X 線発生装置
は小型化が難しい事から , 研究用途に限定されて使用さ
れる .

2.2.6　顕微手法による in-situ 評価 18）

蓄電デバイスに充放電を行ないながら電極表面を光学
顕微鏡等の顕微手法によって観察することで蓄電池の劣
化を検査する手法である . 断面観察ができる専用の試験
セルを用いて実施されるため , 研究用途で利用される .

以上のように , 蓄電池の評価手法として様々な方法
が考案されている . しかし , モニタリングという観点か
らは , ①非破壊検査であり , ②測定信号による蓄電池状
態変化が小さく , ③産業利用が可能である必要がある . 
JIS C 8714 に規定される試験方法はいずれも機械的な
負荷を与える破壊試験である . また , CV 法や充放電試
験は , 試験のための入力信号によって蓄電デバイスの内
部状態が変化する . XRD や顕微手法による評価は , 車
載という厳しい環境で実施するのは困難である . 交流イ
ンピーダンス法は微小な入力信号によって非破壊評価が
可能であるため , 蓄電デバイスのモニタリングに適した
評価手法と考えられる . 従って , 以降では交流インピー
ダンス法による蓄電デバイスの評価手法について議論す
る .

3.　 インピーダンス計測手法と標準のトレーサビリティ

蓄電デバイスの実用段階においては , 交流インピーダ
ンス法による評価は , 1 Hz ～ 10 kHz 程度の範囲で行な
われ , かつその時のインピーダンスは 10m Ω～ 10 k Ω
程度となる事が多い . この領域は , 測定中の電極表面状
態の変化や接触抵抗といった外乱要因が多いため測定が
難しい . そのため , 測定の確からしさを確認するための
計測標準の供給が求められている . そこで , インピーダ
ンスの計測手法とインピーダンス標準の整備状況につい
て調査した .

3.1　インピーダンス計測手法 19）

インピーダンスの計測手法には図 3 に示したような
手法があり , 測定対象や周波数帯によって , 適切な手法
を選択する必要がある . 以下に各評価手法について説明
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する .
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図 3　各種インピーダンス解析手法が有効な周波数帯域

3.1.1　ブリッジ法 19）,20）

ブリッジを用いてインピーダンスを測定する手法であ
る . ブリッジにはホイートストンブリッジに代表される
ように様々なブリッジが考案されており , 測定対象と周
波数に合わせて適したブリッジを用いることにより広帯
域周波数に対応する事ができる . また高精度測定が行な
えるため , NMIJ の標準の校正装置にも広く採用されて
いる . しかし , 装置単体では狭い周波数範囲しか測定を
行なう事ができないため , 広帯域周波数の標準を確立す
るためには , 多数の校正装置を構築する必要がある .

3.1.2　 周波数応答解析（Frequency Response Analysis, 
FRA）法 12）

FRA 法は交流信号を DUT に入力し , その応答信号に
対してフーリエ解析を行なって測定周波数におけるイン
ピーダンスを解析する手法である . 広帯域周波数の解析
ができ , かつ μHz 程度の極低周波帯まで測定可能であ
る . 電極界面を含めた諸界面反応は Hz 帯以下でそのイ
ンピーダンス解析が行なわれる事が多いため , 電気化学
インピーダンス法では FRA が頻繁に利用される . また
FRA 法は商用計測器が多く存在するが , その測定精度
は比較的低い .

3.1.3　自動平衡ブリッジ法 19）

自動平衡ブリッジ法は FRA 法と同様に商用計測器で
広く利用される計測手法である . その簡略化した回路図
を図 4 に示す . Low Potential（LP）端子における帰還
によって LP 端子の電圧を基準電位と等しくし , High 
Current（HC）端子から交流信号を DUT に印加し , 電
圧計と電流計による測定を行なう . 実際は電流計ではな

く , レンジ抵抗にかかる電圧を計測する . 測定周波数帯
は数十 Hz ～数 MHz 程度であり , 広帯域の連続的なイ
ンピーダンス測定が可能である . なお , 図 4 に示した回
路図は後述の 4 端子対法に基づいた構成となっている .

 VA

DUT 

LP  CH CL HP

図 4　 自動平衡ブリッジ法の回路図 . 図内太線は外部導体 , 細線
は内部導体を示す . HP: High Potential,  LP: low Potential,  
HC: High Current,  LC: Low Current の略である . HC, LC
の線路に示した矢印は所定の位相の時の電流の流れを示
す .

3.1.4　共振法 21）

共振法の回路図の例を図 5 に示す . 共振法では , 発信
器から出力された信号により , R, C, L が共振する現象
を利用してインピーダンスを測定する . 下図に示した回
路のインピーダンスは式（1）で与えられる .

 （1）

式（1）において , 複素項が極大値となる周波数ω 0（共
振周波数）は式（2）で表せる .

 （2）

従って , L とC のどちらかが既知であれば , 共振周波
数を測定する事によって , 回路中の C 或いは L を測定
する事ができる .

図 5　共振法回路図

3.1.5　I-V 法 19）
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I-V 法による測定回路を図 6 に示す . 直流 I-V 法では , 
電圧計と電流計の測定値から未知の抵抗値を求める事が
できる . インピーダンス測定では , 抵抗R を低損失のト
ランスに置き換えられる . そのため , トランスの入力イ
ンピーダンスが十分に大きくなる高周波帯に利用が制限
される .

 
図 6　I-V 法回路図

3.1.6　RF I-V 法 19）

RF I-V 法は基本的な測定原理は I-V 法と同じだが , 
高周波帯での測定精度を向上させるために , 特性イン
ピーダンスが 50 Ωに整合した回路と高周波用の同軸コ
ネクタを有している点が異なっている .

3.1.7　ネットワーク解析法 19）

入力信号の電力に対する測定対象の反射或いは透過し
た信号の電力を測定する事で測定対象の S パラメータ
を算出し , インピーダンスを算出する . 分布定数回路理
論に基づいた手法であり , 主に MHz ～ GHz 帯におい
て利用される .

ブリッジ法は高精度測定が可能であり , 多くの電気標
準で利用される . しかし , ブリッジ法は一つの校正装置
で測定できる周波数帯が限られる . 交流インピーダンス
法では広帯域周波数での測定が必要である事を踏まえる
と , FRA 法や , 自動平衡ブリッジ法を利用するのが望ま
しい .

3.2　 計量標準総合センターにおけるインピーダンス標
準の整備状況

3.2.1　トレーサビリティ体系
計量標準総合センター（National Metrology Institute 

of Japan, NMIJ）では 1 kHz を中心にインピーダンス標
準を整備している . インピーダンスの構成要素である R, 
L, C について , それぞれ標準が整備されている . また , 
標準を拡張する上で必要不可欠な誘導分圧器（Inductive 
Voltage Divider, IVD）標準も整備されている .

図 7 に NMIJ におけるインピーダンス標準のトレー
サビリティ体系図を示す . インピーダンス標準は量子化
ホール抵抗（Quantized Hall Resistance, QHR）標準

にトレーサブルである . QHR 標準から交直差計算可能
抵抗器を介し交流抵抗標準に値が移される . 次に , 交流
抵抗標準から直角相ブリッジを用いてキャパシタンス標
準に拡張される . 交流抵抗標準とキャパシタンス標準は
インピーダンス（キャパシタンス）ブリッジにより供給
範囲の拡張が行われる . またインダクタンス標準はキャ
パシタンス標準から共振法によって拡張される .

QHR  

 

(100 kΩ)

 

(1000 pF) 

 

(10 pF 1 mF) 

 

(10 Ω 100 kΩ) 

 

( ) 

 

 

 

(10 mH 100 mH) 

 

図 7　 NMIJ におけるインピーダンス標準のトレーサビリティ 22）

3.2.2　インピーダンス標準器
交流抵抗標準器（図 8）は基板上に金属膜のパターン

を描いた構造になっており , 金属膜の長さや厚さを変え
ることによって , インピーダンスを調整することができ
る . 交流抵抗標準は 1 kHz 及び 10 kHz で整備されてい
る .

図 8　交流抵抗標準器（10 Ω） 23）

キャパシタンス標準は 1 kHz 及び 1.592 kHz で整備
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されている . 容量としては , 10 pF ～ 1 mF まで整備さ
れている . 10,100 pF は溶融石英コンデンサ , 1000 pF
には空気コンデンサが用いられる . 0.01 μF ～ 1 mF の
領域は積層セラミックコンデンサ（図 9 左）を利用し
ている . また , インダクタンス標準は Genrad 1482 標
準インダクタ（図 9 右）を利用している .

図 9　 （左）キャパシタンス標準器（1 μF）と（右）インダクタ
ンス標準器（10 mH） 24）

3.2.3　校正装置
3.2.3.1　インピーダンスブリッジ 20）, 25）

インピーダンスブリッジは , 既知のインピーダンス標
準器から供給範囲を拡張する際に用いられる校正装置で
ある . インピーダンスブリッジの概略図を図 10 に示す . 
素子 1 のインピーダンスをZ1=A1 （1+jD1）, 素子 2 のイ
ンピーダンスをZ2=A2 （1+jD2）と表現すると , バランス
時には式（3）が成り立つ . 式（3）において , 左辺は素
子 1 と jX のインピーダンスを有する素子を流れる電流
の和 , 右辺は素子 2 に流れる電流を示す . 式（3）の実
部と虚部をそれぞれ整理すると式（4）, （5）が得られ
る . 式より , 素子 1 の未知のインピーダンスは , 素子 2
の既知のインピーダンスと既知のリアクタンス A, 分圧
比n とk によって決まる事が分かる . 当ブリッジを用い
て , n, k を調節する事でブリッジバランスを取り , 素子
2 から素子 1 へインピーダンス標準を拡張する事が可
能である . この時 , インピーダンスブリッジを用いられ
る分圧比 n と k は精確に校正された値である必要があ
る . この分圧比は後述の誘導分圧器（Inductive Voltage 
Divider, IVD）標準によって校正される .

 （3）

 （4）

 （5）

図 10　 インピーダンスブリッジ概略図 .  
Dは検流計を示す. Zaは素子a（a=1, 2）のインピーダンス, 
n とk は IVD の分圧比 , X はリアクタンスを示す . U は
電源電圧である .

なお , 図 10 に示したインピーダンスブリッジは 2 端
子法に基づいている . 2 端子法では , 電圧測定と電流測
定用の端子を区別しないため , 接続に用いる導線の抵抗
による電圧降下が測定誤差となる . この導線の抵抗を除
去するため , 電圧端子と電流端子を分けた 4 端子法によ
る測定が有効である . しかし , 4 端子法でも電流端子間
のインダクタンスが測定誤差を与える . 4 端子対法は , 
図 4 に示されたとおり , 同軸線の内部導体と外部導体間
に相反する方向に電流を流すことで , インダクタンスの
発生を回避する事が可能であるため , より高精度の測定
が期待できる 19）. NMIJ が所有する 1:10 のインピーダ
ンス比を与えるインピーダンスブリッジの回路図を簡略
化した図を図 11 に示す . NMIJ のインピーダンスブリッ
ジは 4 端子対法に基づいており , 高精度の測定が可能で
ある 25）. また , 図 4 に示した自動平衡ブリッジ法ではオ
ペアンプに起因する測定誤差が生じるが , 図 11 では受
動素子で構成されており , より高精度の測定が可能であ
る . また , インピーダンスブリッジは , 既存のインピー
ダンス標準から拡張をしやすいという利点もある . なお
図 11 は , 回路を簡略化して 4 端子法に基づいた回路に
書き直している . 回路の詳細については文献 25 を参照
されたい . NMIJのインピーダンスブリッジにおいては , 
4 端子対法の定義条件（IHP=ILP=0,VLP=0）を厳密に成立
させる事が重要となる . この条件を満たすように電位を
調整するための注入トランス（Injection Transformer, 
IT） と 電 位 差 を 検 出 す る 検 出 ト ラ ン ス（Detection 
Transformer, DT）を有する . IT1 と IT2 は , 図 10 中の
分圧比 k：1-k を与える IVD に相当する機能を有する . 
図 11 中の素子の HP ポートには 1:10 の電圧比を与え
る電圧巻線が接続されており , その分圧比は IVD 標準
によって精確に校正されている . この電圧巻線は , 図
10 中の分圧比 n：1-n を与える IVD に相当する機能を
有する . 図 11 中のトランスは , 実際の回路では後述の
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2-stage 型 IVD の構成になっている . ブリッジを構成す
るために LC ポート同士を接続する必要があるが , この
LC ポートへ流れる電流による電位降下によって VLP=0
を実現するのは困難である . Combining Network は電
流を取らずに 2 つの LP ポート間を分圧する回路である . 
その分圧比を , 各HPポートと接地間のアドミタンス（対
地アドミタンスを含む）の比と等しくする事で , 後段の
検流計がこれらの電位降下に対して感度をもたないよ
うにできる 20）,25）. IT3 は , Combining Network を調整
する時に利用する . Combining Network を調整後 , IT1, 
IT2 を調整する事で , 素子Z1 とZ2 に等しい電流を流し , 
その時に各 HP ポートの電圧値を検出する事でインピー
ダンス比を正確に求める事ができる .

図 11　NMIJ のインピーダンスブリッジの回路の略図

3.2.3.2　誘導分圧器（IVD） 26）

IVD は高精度な分圧比を実現可能な器物である . 
NMIJ における IVD 標準の整備状況を表 2 に示す .

表 2　NMIJ における IVD 標準の整備状況

周波数 電圧
50 ～ 60 Hz 100 V

120 Hz, 200 Hz, 400 Hz, 1 kHz, 10 kHz, 100 kHz 10 V

IVD 標準の校正器物はパーマロイコアにホルマル線
を巻きつけてコイルを形成し , 所定の巻数ごとに出力端
子を取り出した構造となっている . 例えば出力端子を
11 個有する IVD 標準では , その IVD に印加された電
圧を 1/10 刻みで取り出す事ができるような構成になっ
ている . IVD の校正方法には様々な手法が知られてお
り , National Physical Laboratory （NPL, 英）は比較
的簡便だが精度が低い Bootstrap 法 27）, Physikalisch-
Technische Bundesanstalt （PTB, 独）は Bootstrap 法
より高精度な Straddling 法による校正方法を報告して
いる 28）, 29）. NMIJ の IVD 標準は Thompson 法に基づ

いた手法で校正される 26）, 30）, 31）. Thompson 法の特徴は , 
測定中の被校正 IVD の各タップの電位を一定に保つ事
であり , 被校正 IVD のタップの電位を変化させる他の
手法と比べて高精度の評価が可能である . これを実現す
るためには被校正 IVD が無負荷状態で測定を行なう必
要がある . そこで , 電圧比較器（Voltage Comparator, 
VC）とスペシャルコネクター（Special Connecter, SC）
と呼ばれるコネクタを利用する . SC はリレースイッチ
によって同軸の内部導体をオープンとショートに切り替
える事ができる . オープンにした時に同軸の内部導体と
外部導体で構成するキャパシタンスを介して流れる電流
を別の電流源から打ち消すように電流を流すことでキャ
パシタンスの影響を低減する . VC は同軸作動トランス
の原理に基づいて構成されているが , NMIJ の IVD 標
準の校正装置は同軸作動トランスにさらに検出器巻線を
付し , 電位差を打ち消すように Injection Transformer
を介して内部導体に電圧を注入してゼロバランスを得
る事で電位差を計測する . また , 2-stage 型 IVD の利用
も特徴の一つである . IVD は入力電流によってコアに磁
場を励起し , その磁場を介して分圧比を取り出す器物で
あるが , コアに磁場を励起するための電流によって , 線
材の抵抗成分やキャパシタンス成分による比誤差が生
じる . そこで , 2-stage 型 IVD ではコアに磁場を励起す
るための線路と分圧比を与える線路を分ける事によっ
て , 分圧比を与えるコイルに流れる電流を低減し , 上述
の誤差要因を低減している . 断面構造を図 12 に示す . 
2-stage 型 IVD はそれぞれ異なる 2 つのコアを有してお
り , 励磁巻線コイルはコア 1 に , 分圧比巻線コイルはコ
ア 1 とコア 2 の両方に巻き付けてある . パーマロイシー
ルドは数 kHz 以下の周波数帯における磁束の漏れを抑
制し , 銅シールドは数 kHz 以上の高周波帯におけるシー
ルド効果を得る事ができる . シールドが１ターンのコイ
ルとして機能しないように重ね合わせの部分の絶縁に注
意が必要である .
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図 12　 2-stage 型 IVD の断面構造 .   
（a）トロイダル構造体 （b） トロイダル構造体の断面拡大図 26）

NMIJ の校正装置の概略図と IVD の外観を図 13 に示
す . 装置は SC, VC の他 , 校正器物（IVD1）, 電位調整
用誘導分圧器（IVD2）, 校正用仲介トランス（Calibrating 
Transformer, CT）から構成されている . NMIJ の校正
装置は IVD1 の各タップと CT 間の電位差を測定する積
み上げ測定法となっている . 詳細な校正方法は引用文献
26 に記載されている .

図 13　 IVD 校正装置 .  
（a）回路図 , （b）外観 26）

3.2.4　インピーダンス標準の供給範囲
インピーダンス標準（交流抵抗 , キャパシタンス）の

整備状況を表 3, 4 にまとめた . これらの表は NMIJ 管
理の品質マニュアルに基づいて記載した . 二重枠線内は
標準が整備されている事を示す . この他にも 1 kHz と
1.592 kHz において 10 mH, 1 kHz において 100 mH の
インダクタンス標準が整備されている . 蓄電池評価に利
用される範囲（太枠線内）と照らし合わせるとインピー
ダンス標準は , 特に低周波・低インピーダンスの領域
で未整備である事が分かる . そのため , この範囲のイン
ピーダンス標準を整備することによって , 蓄電池の評価
技術の向上に寄与する事ができる . また , 蓄電池は R, C, 
L が複合化したデバイスであるため , R, C, L を直並列
に組み合わせた標準器を供給できれば望ましい .

表 3　交流抵抗標準の整備状況 . 

表 4　キャパシタンス標準の整備状況 . 
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3.3　他国のインピーダンス標準の整備状況
日本国はインピーダンス標準が QHR 標準にトレーサ

ブルであるが , 他国では導体線材間のキャパシタンスを
利用したクロスキャパシタ（Calculable capacitor）に
トレーサブルな校正体系を整備している場合もある 20）. 
クロスキャパシタはキャパシタンスを与える部位の長さ
を精確に計測する事で , キャパシタンスを可計算にした
ものである . その際のトレーサビリティ体系の一例を図
14 に示す . 例えば National Institute of Standards and 
Technology （NIST, 米）はクロスキャパシタにトレーサ
ブルな標準体系を整備している .

 

 

 

図 14　クロスキャパシタにトレーサブルな標準体系 20）

各国のインピーダンス標準の整備状況を表 5 ～ 7 に
示す . これらの表は CMC 登録状況に基づいて作成し

た . ただし表中の整備範囲は視覚的に分かりやすくす
るために実際の整備範囲の値を丸めて表記している . 
また , 離散値で整備されている場合もあるので , 正確
な値は各国の CMC を参照されたい . PTB,Laboratoire 
National de metrologie et dʼessais （LNE, 仏）, National 
Measurement Institute of Australia（NMIA, 豪）, National 
Research Council （NRC, 加）は NMIJ よりも低インピー
ダンス側の交流抵抗標準が整備されており , LNE, NRC
は高インピーダンス側の交流抵抗標準が整備されてい
る . キャパシタンス標準は , PTB, LNE, NMIA, NIST, 
NRC, Korea Research Institute of Standards and 
Science （KRISS, 韓）は NMIJ より低キャパシタンス
側の標準を整備しており , PTB, LNE, NRC, KRISS は
高キャパシタンス側の標準を整備している . インダクタ
ンス標準は各国ともに NMIJ よりも広い範囲の標準を
供給している .

全体的に各国とも NMIJ よりも広いインピーダンス
範囲の標準を供給している傾向がある . しかし NMIJ の
供給範囲は拡張不確かさ 10-5 以下であるが , 他国の標準
は拡張不確かさが10-2 程度の場合もある . また日本では , 
より広範な標準を日本電気計器検定所（Japan Electric 
Meters Inspection Corporation, JEMIC）が供給して
いる .

表 5　各国および JEMIC の交流抵抗標準の整備状況 .

表 6　各国および JEMIC のキャパシタンス標準の整備状況 .
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表 7　各国および JEMIC のインダクタンス標準の整備状況 .

NRC          

KRISS          

4.　 インピーダンス標準拡張の課題と研究開発動向

蓄電デバイスの特性上 , 交流抵抗標準とキャパシタン
ス標準は特に重要である . 3.3 節で述べたとおり , 他国
の標準機関は NMIJ よりも低インピーダンスの標準を
供給している傾向があるが , これは交流抵抗標準につい
ては他国の標準はシャント抵抗標準を含んでいるためで
ある . シャント抵抗標準については文献 32 に詳細が調
査されており , NMIJ でも開発を進めている . キャパシ
タンス標準をみると , 特に PTB は高キャパシタンス標
準の整備が進んでいるため , PTB を中心に調査した .

低周波・低インピーダンス標準を実現する上でこれま
で様々な研究が行なわれてきた . そこで , ①測定装置の
自動制御化 , ②低周波帯におけるトランスと IVD の入
力インピーダンスの改善 , ③自動平衡ブリッジ法による
標準の拡張 , について調査・検討した .

4.1　測定装置の自動制御化
mF クラスのキャパシタは測定信号を入力してから校

正器物が平衡状態に達するまで時間がかかるため , 自動
的に校正できる測定系を構築する事が望ましい 33）. こ
れまで自動校正できるインピーダンスブリッジに関する
研究が多くなされている . Tarach 氏らはデジタルシン
セサイザーと検出器を自動制御することで 32 Hz での
IVD の校正を行なう手法を提案している 34）. こうした
測定系では一般的にシンセサイザーと測定対象を , IVD
を介さずに接続するが , シンセサイザーで発せられる高
調波のため , IVD を介した校正方法と比べると不確かさ
が増大する . しかしそれでも , 不確かさを数 ppm 程度
に抑える事も可能である 35）. また , PTB はマルチプレ
クサーや同軸スキャナを利用した RamSys システム 36）

に基づいた自動校正装置によって , 10 nF から 10 mF
の高キャパシタンス標準を実現している 33）.

4.2　 低周波帯におけるトランスと IVD の入力インピー
ダンスの改善

上述のとおり , インピーダンス供給範囲の拡張に利用
されるインピーダンスブリッジや直角相ブリッジは , 分
圧比を IVD 標準によって校正したトランスを利用する . 
IVD やトランスは主にインダクタンスで構成されてい
るので , 低周波で動作させると入力インピーダンスが極
端に小さくなるため , 低周波でも同じ電圧を印加すると
大電流が流れてしまい , 既存の設備だとアンプが正弦波
を正しく出力できず , 波形が歪む . 正弦波の歪は校正装
置を低電圧で動作させる事で抑制できる . 1 kHz におい
て , 電圧を IVD の校正業務が行なわれる 10 V から低下
させた時の比誤差の測定結果を図 15 に示す . 1 kHz に
おいても 0.1 V で動作させると , 入力信号の S/N 比の
低下により比誤差（Ratio error: 文献 29 中のεkに相当）
が増大する . つまり , 低電圧で動作させても比誤差が増
大してしまう事が分かる .

図 15　 IVD 校正装置に 1 kHz 正弦波信号を印加したときの比
誤差の電圧依存性 . エラーバーは標準誤差

IVD 標準は 50 Hz ～ 100 kHz で供給されているが , 
蓄電池評価技術の向上のためには , 低周波帯に拡張をす
る必要がある . そこで , 低周波帯での動作について調査
した . 2 Hz で正弦波信号が歪まないように電圧調整を
すると 0.01 V 以下で動作をさせる必要がある . そこで , 
2 Hz, 0.01 V で IVD のタップ間の比誤差測定を行なっ
た結果を図 16 に示す . 比較のため , 校正業務が頻繁に
行なわれる条件（1 kHz, 10 V）の結果についても示した .
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(b) (a) 

図 16　 各条件における比誤差の測定結果 . 2 回測定を行ない , そ
れぞれの結果を示す .  

（a） 2 Hz, 0.01 V における測定結果 （b） 1 kHz, 10 V にお
ける測定結果

1 kHz, 10 V は , 1 回目も 2 回目もほぼ同値で再現性
が極めて高く , 1 回目と 2 回目のグラフが重なっている . 
2 Hz, 0.01 V で動作させた時の測定結果は比誤差が極め
て大きく , かつ再現性に乏しいため , 比誤差の測定は困
難といえる . 従って , 既存の設備では印加電圧を低下さ
せて低周波へ拡張するのは難しい . そこで低周波でも高
インピーダンスを保持することができる器物を開発する
必要がある .

高い入力インピーダンスを有する IVD に関する報告
はいくつかある . Fuhrmann らは帰還回路によって 10 
Hz において入力インピーダンスが 109 Ωである IVD に
ついて報告している 37）, 38）. また , Hill は three-decade 
two-staged IVD を考案し , 周波数 10 Hz ～ 400 Hz に
おいて , 比誤差が 5 × 10-9 となる事を報告している 39）.

4.3　 自動平衡ブリッジ法・FRA 法によるインピーダン
ス標準の拡張

インピーダンス標準の拡張にはインピーダンスブリッ
ジが多く用いられている . 3.1 節に述べたとおり , ブリッ
ジ法は高精度測定が可能であるが , 一つの校正装置で測
定できる周波数帯は狭く , 広帯域周波数の標準を確立す
るためには多くの校正装置を立ち上げる必要があり , 高
コストとなる . そこで今回は FRA 法や自動平衡ブリッ
ジ法による標準の拡張を計画している . これらの手法は
広帯域測定が比較的に容易であり , かつ市販計測器が販
売されているため , 低コストで標準を立ち上げること
が可能である . 自動平衡ブリッジ法を利用した市販計測
器を用いたインピーダンス標準の拡張方法については , 
Aoki らや米永らによって提案されている 40）, 41）. FRA
法や自動平衡ブリッジ法のデメリットとしては , ブリッ
ジ法と比べると低精度である事が挙げられる . そこで , 
ブリッジ法で離散的な周波数の値付けを行ない , 自動平
衡ブリッジ法による連続的な値を補正する（図 17）. ま

た , 自動平衡ブリッジ法による測定では 10 Hz 以下の測
定は難しいため , FRA 法の利用も合わせて進める必要
がある .

図 17　周波数領域に連続的な標準への拡張イメージ

4.4　標準の供給方法
本稿では 1 Hz ～ 10 kHz の周波数領域に連続的に低

インピーダンス標準を拡張する方法について検討を行
なった . その上で新規に開発するべき技術として①低周
波・低インピーダンス計測可能なブリッジ法による自動
校正装置の開発 , ②自動平衡ブリッジや FRA による校
正装置を挙げる事ができる . ②の校正装置はブリッジ法
と比べると精度が劣るため , まず①で開発したブリッジ
法によって R, C, L の各種校正器物に離散的な周波数に
おけるインピーダンスの値付けを行なう . そして , 値付
けされた標準器を用いて R, C, L を直並列に配した回路

（図 18 中の模擬電池）を組み , ②の校正装置によって連
続的な周波数におけるインピーダンスを計測し , ①のブ
リッジ法による離散的な周波数における計測値と比較す
る事で②の校正装置の測定確度を評価する . そして , ②
の校正装置によって , 校正事業者が持ち込んだ校正器物
に連続的な周波数におけるインピーダンスの値付けを行
なう . そして校正事業者が , 工場等の現場で利用する汎
用計測器評価用デバイスに連続的周波数における値付け
を行なう .
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図 18　想定される標準の供給方法の一例

5.　実用蓄電デバイスへの応用

5.1　蓄電池を利用した汎用計測器評価用デバイス
これまでインピーダンス標準は低インピーダンス側に

10 Ωまで拡張されている . 蓄電デバイス評価のために
はさらなる低インピーダンス化が必要だが , 既存の校正
器物で用いられている空気コンデンサやセラミックスコ
ンデンサでは mF クラスの大容量化は困難である 42）.

そこで , 高キャパシタンスデバイスである蓄電デバイ
スを用いた汎用計測器評価用デバイスを検討した . 蓄電
デバイスとしては前述のとおり LIB や EDLC といった
デバイスが知られている . しかしながら , これらのデバ
イスは液体電解質を用いているため , 固体と比べると熱
的・化学的に不安定である事が多い . そこでより安定的
な全固体電池による計測器評価用デバイスを開発できな
いか検討した .

全固体電池は液体を利用しないため , 既存の蓄電デバ
イスより高い化学的安定性を有する . また , パッケージ
ングが容易で小型化が可能である . 全固体電池は耐熱性
が高く , かつ配線を行なわずに R, C, L を複合化した低
インピーダンス基準値を得る事ができるため , 蓄電デバ
イス評価に適した図 18 に示した汎用計測器評価用デバ
イスとして利用可能だと考えられる . また , 車載計測器
用などの計測標準器としての利用も想定される .

全固体電池の実現には固体電解質が欠かせない . Li
系としては , これまでも LiI を電解質とした全固体一次
電池が体内で使用するペースメーカーに採用されている
6）. しかしながら固体電解質は液体電解質よりも導電性
が低く , 電池の内部抵抗が高くなり高出力を得る事がで

きない . そのため , これまで固体電解質の導電性の改善
の研究がされてきた . その結果 , 昨今では液体電解質に
匹敵する導電性を有する固体電解質が開発されるように
なった .

Li 系固体電解質として , これまで様々な材料が提案
されている 6）, 43）. 図 19 は各 Li 系固体電解質の導電率
と動作温度の関係性を示す . Li 系固体電解質は硫化物
系と酸化物系に大別することができる . 硫化物系は酸
化物系よりも高い導電率を有する傾向がある . 中でも
Li10GeP2S12 は室温で 10-2 S/cm 以上という液体電解質
に匹敵する導電率を有する . そのため , 全固体電池研究
分野において硫化物系は酸化物系よりも多くの研究対
象となっている . 実用化に向けての障壁としては高い電
極界面抵抗がある . 既存の蓄電池では電極と電解質が固
液界面を形成するため , 電極材料が細孔構造を有するよ
うに工夫をする事で表面積を大きくして電極界面抵抗
を低減している . しかし全固体電池は既存の蓄電池と異
なり , 電極と電解質が固相界面を形成するため , 接触面
積が十分に確保できず , 既存の蓄電池よりも高電極界面
抵抗となってしまう . 電極と電解質の接触面積を十分に
確保するために分解析出反応を利用したその場電極形
成の研究も盛んである 44）. このように硫化物系全固体
電池は蓄電池としての実用上は有望であるが , 耐熱性や
耐湿性に乏しく , 安定性が求められる校正器物としては
不向きである . そこで本稿では酸化物系固体電解質を利
用した全固体電池型校正器物の開発を考えている . 酸化
物系固体電解質としては（Li,La）TiO3 （LLTO） 45）-47）, 
Li1.3Al0.3Ti1.7（PO4）3 （LATP） 48）, 49）, Li3PO4N （LiPON） 
50）-52）に着目している . これらの酸化物系材料は硫化物
系材料と比べて高い熱的・化学的安定性を有する傾向が
ある . 中でも , LLTO や LATP は LiPON より高導電率
であるため , 低インピーダンス化には好ましい . しかし
ながら , 粒界抵抗や電極界面抵抗 , さらには Ti4+ の還元
反応の問題が存在する 43）. 特に Ti4+ の還元反応の問題
は大きく , これを解決するために Ti を含まないガーネッ
ト型 Li7La3Zr2O12 （LLZO）といった材料も検討されて
いる 53）. 一方で LiPON は LLTO や LATP と比べて低
導電率であるが , スパッタ法による薄膜型のセルが商用
化されており , 全固体電池のセルを入手しやすい . そこ
で , LiPON を用いた全固体電池を用いて初期検討を行
ない , 更に低インピーダンス化を狙う手法の一つとし
て , 全固体電池の大面積化や薄層化 , さらには LLTO や
LATP の採用を検討する .
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図 19　各種固体電解質の導電率と動作温度の関係

また , LLTO の解析には R と C の並列回路を用い
た解析を行なった報告が多いが , 一部の報告ではイオ
ン伝導によるインピーダンスの周波数特性を表した
Universal Dynamic Response（UDR）モデルを用いた
等価回路で解析している 54）-56）. このように固体電解質
材料のインピーダンス挙動の解析は L, C, R を用いた等
価回路の他にも固体のインピーダンス解析特有のモデル
を含めて検討する必要がある .

5.2　蓄電モジュールの評価
電池の単セルは数 V 程度の電圧しか出せない . その

ため , 例えば電気自動車のようにモーターを駆動させる
動力を得るためには複数のセルを配する必要がある . そ
こで , 実用段階においては , 蓄電池はセルを直並列に配
した多セルのモジュールとして販売されている事が多
い . しかし , 多セルモジュール中の単セルが劣化し出力
電圧が変化すると , 劣化したセル以外のセルへの負荷が
変化するため , モジュール全体の動作に影響を与えてし
まう . そこで , モジュールの中から劣化した単セルを検
知して交換できれば , モジュールの整備コストを低減す
ることができる . また , インピーダンスの対周波数挙動
を解析する事によってセルの劣化は検知できるが , 実際
に運用される蓄電池のインピーダンスは , 温度 , SOC の
他にも充放電による電流値の影響も受ける . これらの諸
条件を調整してインピーダンスを計測する技術開発が必
要である .

さらに , 5.1 で示した全固体電池は蓄電池でありなが
ら熱劣化が少ないため , 熱変化に対して可逆的なイン
ピーダンス値を与えることができる . そのため , 例えば
車載するバッテリーテスター等のインピーダンス計測器
に搭載される標準器として利用できる可能性がある . 全
固体電池の計測においては , 温度や SOC が計測値に影
響を与えるため , これらの環境条件の制御が必要不可欠

である . そこで , 標準器として利用するために環境条件
を制御しながら計測する手法の開発を行ない , 標準を供
給する事で車載用計測器の信頼性の向上に寄与する事が
できる . このように , 実用蓄電池モジュールの計測技術
に対しても計測手法や過酷な環境条件で利用できる標準
器の供給といった形で貢献ができると考えられる .

6.　総括

本稿では蓄電池のモニタリング技術の向上を狙ったイ
ンピーダンス標準供給範囲とその手法について検討を行
なった . 蓄電池のモニタリングには交流インピーダンス
法が適していると考えられるが , その測定条件範囲にお
けるインピーダンス標準は未整備である . そのため , 標
準供給範囲を拡張する事でモニタリング技術の向上に
寄与する事ができる . また , 蓄電池は R, C, L が複合化
したデバイスであるため , これらの要素を複合化させた
標準を供給できれば望ましい . 供給範囲を拡張する手法
として , ①低インピーダンス・低周波数帯におけるイン
ピーダンスの精密測定技術や , ②広帯域周波数に連続的
に拡張するための FRA 法や自動平衡ブリッジ法を利用
した校正装置の確立を検討する .
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